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中国経済の内需主導型成長と
その持続可能性

１．内需主導型経済成長

中国経済は、経済改革・対外開放（改革・開放）政策を導入した１９７９年から２０１０年までの３０余年間、

年率平均９．９％という高成長を持続してきた。新興国経済の高成長は、１９６０年代のアジア NICs（韓

国、シンガポール、香港、台湾）の登場以降、外需主導によるものと認識されることが多い。中国経済

の高成長も、一般に、対内直接投資額や貿易黒字額の累積等から同様の印象をもたれている〔図表

１・２〕。とりわけ２００５年以降の巨額の貿易黒字額は、中国経済の高成長を外需主導によるものと印

象づけるに足る衝撃を各方面に与えた（貿易黒字額は、２００５年に１０００億ドルを突破し、２００８年に過去最高

額となる２９８１億ドルに達した。なお、貿易黒字額の７割弱は、現在（２０１０年）、外資企業の中国法人（中外合

弁企業、中外合作企業、全額外資企業の「三資企業」）によって生みだされている。）。しかし、中国経済の

高成長は、輸出依存度、経済成長率に対する項目別寄与率、外資企業中国法人就業者比率から判断す

るかぎり、むしろ内需主導によるものであったといわざるを得ない。

（１）輸出依存度

中国の輸出依存度を近隣に位置する新旧の新興国・地域、すなわち日本、韓国、シンガポール、香

港、台湾、タイと比較してみよう〔図表３〕。２０１０年の中国の輸出依存度は、２６．８％であり、日本と

比較すると高いが、韓国、シンガポール、香港、台湾、タイと比較すると明らかに低い。このうち韓

国、台湾、タイの輸出依存度は、中国の１．７倍、２．４倍、２．３倍にもなる（シンガポールと香港の輸出依

存度は、中継貿易を行っているため極端に高くなる。）。中国経済の高成長は、少なくとも、韓国経済、

台湾経済、タイ経済の高成長と一括りにして外需主導と評することはできまい。

もっとも、中国の国土面積と総人口は、比較対象としてあげた新興国・地域のそれらの比ではな

く、それゆえ、輸出依存度も、三大経済圏間で大きく隔たることは否めない＊１。三大経済圏とは、北

京市、天津市と河北省、遼寧省、山東省の一定の都市で形成される環渤海湾経済圏、上海市と江蘇

省、浙江省、安徽省の一定の都市で形成される長江デルタ経済圏、広東省の一定の都市で形成される
珠江デルタ経済圏をいう。この三大経済圏を形成する諸都市のうち２０１０年の１人あたり GDPが４０００

ドル以上となる都市は、環渤海経済圏３２都市、長江デルタ経済圏２４都市、珠江デルタ経済圏１０都市で

ある。この６６都市で環渤海湾経済圏、長江デルタ経済圏、珠江デルタ経済圏がそれぞれ形成されると

＊１ 大泉啓一郎（２０１１年）『消費するアジア――新興国市場の可能性と不安』（中公新書）中央公論新社、８７

～８８頁。
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みなすと、三大経済圏の輸出依存度は、順に１８．６％、５０．３％、７５．７％となる〔図表４〕。

確かに、長江デルタ経済圏と珠江デルタ経済圏の輸出依存度は、中国全土の輸出依存度よりもはる

かに高い。長江デルタ経済圏の輸出依存度は、韓国のそれを上回り、珠江デルタ経済圏の輸出依存度

は、台湾とタイのそれをも上回る＊２。しかし、環渤海経済圏の輸出依存度は、中国全土の輸出依存度

よりもはるかに低く、日本のそれと同程度である。中国経済は、こうしてみると、異なる要因に主導

されて高成長している地域経済の集合体として理解されるべきであろう。内需は、環渤海経済圏では

経済成長に対して絶大な貢献をしてきたといえる。

（２）経済成長率に対する項目別寄与率

内需の貢献は、三大経済圏外の都市を含む中国全土を俯瞰した場合、きわめて大きい。改革・開放

政策導入後の経済成長率に対する項目別寄与率は、内需の貢献を鮮明に示している〔図表５〕。外需

である純輸出の経済成長率に対する寄与率は、ほぼ一貫して低い水準にあるが、内需である民間最終

消費支出と総資本形成の経済成長率に対する寄与率は、ほぼ一貫して高い水準にある。民間最終消費

支出と総資本形成は、主因の役割を交互に担いつつ、経済成長率を押し上げてきたことがわかる。

民間最終消費支出は、「万元戸」の出現に沸いた１９８０年代（１９７９年を含む。）と国有企業改革と財

政・金融制度改革を受けた１９９０年代後半に高成長の主因となり、総資本形成は、改革・開放政策の重

点が農村から都市に移った１９８０年代半ばと�小平の「南巡講話」（１９９２年１～２月）直後の１９９０年代半
ば、そして２００８年五輪誘致決定（２００１年７月）およびWTO加盟（２００１年１２月）を経た２０００年代に高成

長の主因となっている。

いずれにせよ、純輸出が高成長の要因にあげられる年次は、皆無であるといってよい。１９９０年の純

輸出は、３０％を超える寄与率を示しているが、これは、特別の理由による。１９９０年の輸出額は、確か

に前年比１８．２％増加したが、他方輸入額は、前年に発生した天安門事件を非難する諸外国が経済制裁

に踏み切ったために前年比９．８％減少した。その結果、１９９０年の純輸出は、前年までのマイナスから

一転して８７．５億ドルのプラスになり、その寄与率は、経済成長率が前年よりも０．３ポイント下降した

こともあって結果的に高くなったのである。

（３）外資企業中国法人就業者比率

外資企業による就業機会の創出も、中国企業による就業機会の創出には遠く及ばない。外資企業中

国法人就業者比率（各年末時）は、一貫してきわめて低く、過去最高を記録した２０１０年においてすら
マ カ オ

都市就業者の３．０％を占めるにすぎない〔図表６〕。香港・澳門・台湾企業を外資企業とみなしても、

外資企業中国法人就業者比率は、５．３％にすぎない。就業機会の大部分も、内需向けに財とサービス

を提供する内資企業によって創出されてきたのである。

中国経済の高成長は、以上で確認したように、地域差が著しいとはいえ、外需主導というよりも内

需主導と呼ぶべきものである。中国経済の高成長を外需主導とみなす見解は、外需の何十倍にも相当

する内需が中国経済に高成長をもたらしてきた事実を過小評価しているといえよう。内資企業は、市

＊２ 珠江デルタ経済圏は、深圳に設置された経済特区を中心にして、改革・開放政策導入直後から中国経
済の高成長を牽引してきた。深圳経済特区は、中国と外国の結節点として機能している香港経由で東南
アジア諸国に拠点をおく華僑資本を受け入れ、低賃金労働に依存した輸出向け消費財の生産によって成

長してきたのである。珠江デルタ経済圏は、当初からアジア・太平洋諸国で形成される国際分業体制に

参画することで今日の地位を築いたのであり、輸出志向工業化政策に基づく経済成長の典型といえる。

経済貿易研究 No.３９ ２０１３68



場経済への漸進的移行とともに競争意識に目覚め、中外合弁企業や中外合作企業の設立を通じて先進

技術と経営ノウハウを吸収し、外国市場をも視野に入れた生産規模の拡大により規模の経済の利点を

得るようになった。中国経済に対する外資企業の貢献は、資本不足の穴埋めや先進技術と経営ノウハ

ウの提供以上に、利潤追求という市場経済における企業の振る舞いを内資企業に示した点にある。

２．成長源泉の枯渇

１人あたり GNIは、内需主導の経済成長の結果、４０００ドルを超えるまでになった。２０１０年の１人

あたり GNIは、４２６０ドルであり、中国は、世界銀行のいう高位中所得国（２０１０年の基準では、１人あ

たり GNIが３９７６～１万２２７５ドルの国・地域を指す。）に分類されるようになった。とはいえ、経済成長

は、貧困層の所得水準の底上げや所得格差の改善のために今後も引き続き求められる。しかし、今後

の中国経済は、一連の構造改革をまたずして、内需主導の成長を持続できない局面を迎えている。民

間最終消費支出の伸びは、耐久消費財の購入と食生活の改善が一段落したために鈍化しており、総資

本形成の伸びは、消費の低迷に直面した企業が設備投資を差し控えるためにやはり鈍化せざるを得な

い。企業の設備投資とともに総資本形成の伸びを支えてきた公共投資も、政府が消費者物価と不動産

価格の抑制にも配慮せざるを得ない以上、経済成長に対して従来と同様の貢献をなしえないだろう。

耐久消費財保有量（年末）と食料品消費量を都市・農村別に確認してみよう〔図表７・８〕。都市

の耐久消費財需要は、自動車等の高額製品の売れ行きに左右されるようになっており、その飛躍的な

伸びは、目下、購入価格補助をはじめとする政府の消費刺激策なくして覚束ない状態にある。他方、

農村の耐久消費財需要は、洗濯機や冷蔵庫等の基本的な家電製品を中心にして拡大する余地を残して

いるが、その実現は、やはり政府による生活インフラの整備・拡充をまたなければならない。

食料品も、消費の拡大に陰りがみえる。食生活の高度化（炭水化物を中心とする食生活から蛋白質を

中心とする食生活への移行）を示す指標である肉、生卵、魚介類の消費量は、近年、都市と農村のいず

れでも横這いである。農村の肉、生卵、魚介類の消費量は、都市のそれの５０～６０％程度の水準で伸び

が止まっており、今後劇的に改善されていくとは考えにくい。

リーマン・ショックを契機とする世界金融危機の影響は、内需の伸びに陰りがみえはじめた中国経

済にも及んだ。間髪を入れず決定された４兆元（約５０兆円）の財政支出は、中国経済の高成長の持続

に大きく寄与したが、非効率な国有企業の温存と所得分配の悪化を副産物としてもたらし＊３、今後の

経済成長を制約する要因をもつくりだしてしまったのである。

金融機関の短期融資は、直近（２００９年）でも４割以上が国有企業に向けられている〔図表９〕。今

日問題視されている「国進民退」とは、銀行融資の利用が容易である国有企業が非効率な経営を改善

せずに経済危機を乗り切り、銀行融資の利用が困難である民営企業が将来有望であるにもかかわらず

経済危機を乗り越えられない現実を意味している。

＊３ 西南財経大学中国家庭金融調査与研究中心（２０１２年１２月）「中国家庭収入不平等報告」西南財経大学中

国家庭金融調査与研究中心ウェブサイト（http : //chfs.swufe.edu.cn/upload/shourubupingdeng.pdf）。
西南財経大学中国家庭金融調査与研究中心は、毎年、大規模な家計調査（「中国家庭金融調査」（China

Household Finance Survey : CHFS））を実施している。２０１２年１２月に発表された２０１１年の報告結果によ
ると、ジニ係数は、中国全土では０．６１、都市では０．５６、農村では０．６０になるという。また、地域別では、

東部０．５９、中部０．５７、西部０．５５となる。

なお、政府機関によるジニ係数の算出は、国家統計局が担っている。馬建堂局長が２０１３年１月１８日に

発表した２００３年以降の中国全土のジニ係数は、最大を記録した２００８年でも０．４９１であり、２００９年以降改善

に転じている。
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不況期に景気を下支えする財政支出は、許認可権をもつ官庁や寡占市場に甘んじている国有企業に

対する構造改革を欠いたまま実施されても、民間最終消費支出の増加には基本的に結びつかず、政府

（公共投資）依存型の経済的体質を一層強固にさせかねない。政府は、２０１２年９月、１兆元（約１２兆

円）の追加的財政支出を行うことを決断した。この決断は、景気の後退が予想以上であったことから

やむを得ないとはいえ、中国経済が抱える病巣を拡大し、後顧の憂いを深める結果をもたらすに相違

ない。

３．持続可能性の確保（成長源泉の開発）

それでは、政府は、内需主導型経済成長を持続していくために、どのような構造改革に着手すべき

だろうか（外需への依存度の強化は、諸外国の景気の動向に左右されるために、政府による政策的誘導には

限界がある。）。筆者は、構造改革の基本方針は、①民間企業に対する基幹産業分野の開放、②労働分

配率の引き上げ、③再分配機能の強化、④社会保障制度の拡充の４つからなると考える。

（１）民間企業に対する基幹産業分野の開放

総収入に基づいて大企業の順位づけを毎年行っているビジネス誌 Fortune は、２０１２年７月、２０１１年

の上位５００社を発表した＊４。中国企業は、このうち７３社を占めたが〔図表１０〕、この４分の３にあたる

５４社は、実は国有企業である（残る１９社には、香港企業も含まれる。）。

政府は、経済開発における主導権の保持と対外経済戦略の実現のために、安全保障に関わる産業な

どに加え、自動車、金融、電気通信、発電・送電、鉄道、石油・石油化学などの産業を程度の差はあ

れ基幹産業として保護している。基幹産業を担う国有企業は、寡占市場で莫大な利益が約束されてい

ることもあり、先進国に本社をおく巨大多国籍企業に匹敵する総収入をあげている。

しかし、国有企業は、財務体質の改善や製品とサービスの品質の向上に対するインセンティブに欠

ける場合が多い。産業構造の高度化の遅れも、基幹産業を担う国有企業の保護に起因している一面が

強く、高等教育の拡大（大学進学率の上昇と大学進学者数の増加）が進展するなかで大卒者の多くが正

当な就業機会を得られない状況の形成に一役買っている。政府は、基幹産業への民間企業の参入を許

可ないし拡大し、適度な競争的環境を整えるべきである。

（２）労働分配率の引き上げ

労働分配率は、近年、単純労働者を中心とする人件費の高騰を受けて上昇してきたとはいえ、直近

（２０１０年）でも４５．０％にすぎず、同程度の GDPを有する日本のそれを大幅に下回っている〔図表

１１〕。政府は、引き続き、法定最低賃金の引き上げを通じて労働分配率をより一層上昇させ、一般世

帯の消費の拡大を促すべきである。企業は、労働分配率の上昇にともなう費用の増加を人員削減を伴

わない経営の合理化や製品とサービスの差別化などによる市場シェアの拡大によって埋め合わせてい

く努力をしなければならない。

（３）再分配機能の強化

社会固定資産投資は、現在（２０１０年）、人口の約半分を占める都市に９０％弱が振り向けられており、

低所得層を相対的に多く抱える内陸の農村は、所得水準を向上させる機会から排除されている状況に

＊４ Fortune Editorial Department (23 July 2012) “Fortune Global 500 : The World’s Largest Corporations” in
Fortune, Vol.166 No.2, pp.107−131.
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ある〔図表１２〕。その結果、都市と農村の所得格差は、ますます拡大している。「西部大開発」、「東北

振興」、「中部崛起」などの開発計画に基づいて実施されている内陸の数々の事業も、都市と農村の所

得格差を縮小させるには至っていない。地方政府間の歳入格差を是正する再分配機能は、きわめて脆

弱であり、農村世帯の消費の拡大を抑制している。

また、階層移動も、２０００年代以降、停滞している。「富二代」（富裕層二代目）や「貧二代」（貧困層

二代目）という語彙は、すでに国民生活一般で定着している。所得・資産格差は、富裕層と貧困層と

のあいだに教育機会と就業機会の相違を質的にも量的にもつくりだし、世代を超えた階層の固定化を

促しつつある＊５。今日の富裕層は、地位や特権を利用して不正な蓄財を重ねた党幹部とその関係者が

多く、一般の国民は、党幹部の腐敗と機会の不平等に対して強い不満を募らせている。累進制を採用

した相続税の徴収は、所得・資産格差が次世代以降に引き継がれることを防ぐ最良の手段であるが、

いまだ導入が見送られている。家屋固定資産税も、２０１１年１月、上海市と重慶市で試験的に導入され

たばかりにすぎない（国務院は、２０１１年１月、「家屋固定資産税臨時施行条例」を改正し、家屋固定資産税

の課税範囲を個人が居住（非商業）目的で所有する家屋まで拡大すると同時に、課税標準を取得価格から地

価に変更した。上海市と重慶市における試験的導入は、条例の改正を受けたものである。家屋固定資産税の

導入は、一級行政区政府の判断に委ねられている。）。

政府は、都市中心の社会固定資産投資を是正して農村世帯に所得の向上の機会を数多く与えると同

時に、相続税の導入と固定資産税の導入範囲の拡大を図って階層の固定化を防止すべきである。

（４）社会保障制度の拡充

政府は、１９９０年代後半以降、都市を中心として公的年金制度の拡充に努めてきた。その結果、都市

公的年金加入者数は、就業者数の６割弱に達するまでに至っている〔図表１３〕。しかし、都市公的年

金制度をはじめとする社会保障制度は、今後も拡充をすすめていかなければならない段階で、人口高

齢化の圧力によって早くも大幅な調整を余儀なくされている（中国語の「未富先老」とは、国民１人あ

たり GNIが世界銀行のいう高所得国水準、すなわち先進国水準に達する以前に高齢化社会を迎えたことをい

う。）。

人口構成は、改革・開放政策の導入に並行して全国規模で実施されるようになった計画生育政策

（一人っ子政策）によって急速に高齢化している〔図表１４〕。高齢化率は、改革・開放政策の導入直後

の１９８２年には４．９％であったが、２０１０年には８．９％に達し、今後さらに上昇していくと予想されてい

る。

都市公的年金制度は、現在、個人（賃金の８％）と企業（賃金総額の２０％）から運用資金を徴収して

いる。うち個人負担分の保険料は、賦課方式と積立方式を併用して徴収される。問題は、賦課方式に

よって徴収された共通資金から年金を受け取る受給者（原則として男性６０歳以上、女性５０歳以上の者で

あり、かつ１５年以上の加入期間を有する者）が人口比を年々上昇させていくのに対して、高齢世代を扶

養する現役世代の保険料納付者が人口比を年々減少させていくことにある。都市公的年金制度は、政

府の財政支出による手当が十分になされないかぎり、給付額の段階的引き下げと保険料率の段階的引

き上げのいずれかまたはいずれもを避けられない。受給者の増加と保険料納付者の減少は、都市公的

年金制度の基盤を揺るがすまでになっているのである。

中央政府と地方政府は、現在（２０１０年）、就業関連費を含む社会保障費に財政支出の１０％程度を充

てており、社会保障費の割合は、高位中所得国としては低いとはいえまい〔図表１５〕。しかし、社会

＊５ 李春玲（２００４年）「十大社会階層的来源与流向」陸学芸編『当代中国社会流動――中国社会階層研究報

告之二』社会科学文献出版社、１３８～１７９頁。
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保障費への財政支出は、人口高齢化の水準に鑑みると、決して高いとはいえない。各種事業単位や社

会団体が政府の職能を代行して管理する「予算外収入」を含めた歳入の GDP比は、中央政府と地方

政府の歳入を合計した場合でも２０％強にすぎない。中国経済は、政府の財政規模だけに着目すれば、

意外にも「小さな政府」のもとで高成長を持続してきたのである。

人口高齢化にともなう「大きな政府」への移行は、人口高齢化が先行している先進国の事例に照ら

して特別なことではない。筆者は、人口構成の高齢化が急速にすすむ中国が「大きな政府」を志向す

ることは避けがたいと思われる。人口構成の高齢化は、若年層の価値観の変化や教育費を中心とする

養育費の急騰もあり、両親のいずれもが一人っ子である場合に第二子の出産まで無条件で認める産児

制限政策の緩和だけでは食い止められまい。いみじくも、再分配機能の強化に絡めて指摘した相続税

の徴収と固定資産税の適用範囲の拡大は、社会保障費の財源の捻出という点からも支持されるのであ

る。

付記

本稿は、神奈川大学共同研究「２００８年世界不況と２１世紀金融資本主義の挫折――グローバリズムの

帰結と制度の再設計」（２００９～２０１１年度）の研究成果である。
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単位 億ドル

合 計
借 款 直接投資 その他

１９７９～１９８４年 １８１．８７ １３０．４１ ４１．０４ １０．４２
１９８５年 ４７．６０ ２５．０６ １９．５６ ２．９８

１９８６年 ７６．２８ ５０．１４ ２２．４４ ３．７０

１９８７年 ８４．５２ ５８．０５ ２３．１４ ３．３３

１９８８年 １０２．２６ ６４．８７ ３１．９４ ５．４５

１９８９年 １００．５９ ６２．８６ ３３．９２ ３．８１

１９９０年 １０２．８９ ６５．３４ ３４．８７ ２．６８

１９９１年 １１５．５４ ６８．８８ ４３．６６ ３．００

１９９２年 １９２．０３ ７９．１１ １１０．０８ ２．８４

１９９３年 ３８９．６０ １１１．８９ ２７５．１５ ２．５６

１９９４年 ４３２．１３ ９２．６７ ３３７．６７ １．７９

１９９５年 ４８１．３３ １０３．２７ ３７５．２１ ２．８５

１９９６年 ５４８．０５ １２６．６９ ４１７．２６ ４．１０

１９９７年 ６４４．０８ １２０．２１ ４５２．５７ ７１．３０

１９９８年 ５８５．５７ １１０．００ ４５４．６３ ２０．９４

１９９９年 ５２６．５９ １０２．１２ ４０３．１９ ２１．２８

２０００年 ５９３．５６ １００．００ ４０７．１５ ８６．４１

２００１年 ４９６．７２ ４６８．７８ ２７．９４

２００２年 ５５０．１１ ５２７．４３ ２２．６８

２００３年 ５６１．４０ ５３５．０５ ２６．３５

２００４年 ６４０．７２ ６０６．３０ ３４．４２

２００５年 ６３８．０５ ６０３．２５ ３４．８０

２００６年 ６７０．７６ ６３０．２１ ４０．５５

２００７年 ７８３．３９ ７４７．６８ ３５．７２

２００８年 ９５２．５３ ９２３．９５ ２８．５８

２００９年 ９１８．０４ ９００．３３ １７．７１

２０１０年 １，０８８．２１ １，０５７．３５ ３０．８６

図表１ 外資受入の動向（実行ベース）

注１．直接投資とその他は、香港・澳門・台湾企業のものを含む。

２．直接投資は、２００６年から銀行、証券、保険分野の数値を含

む。

３．その他は、株式発行、国際リース、補償貿易、加工組立から

なる。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）『中国統計年鑑』

（２０１１年版）中国統計出版社、２４０頁。
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輸 出 額（億ドル） 輸 入 額（億ドル） 貿 易 収 支（億ドル）

外資企業中国法人 外資企業中国法人 外資企業中国法人

〔A〕 輸出額〔a〕 構成比 〔B〕 輸入額〔b〕 構成比 〔A－B〕 貿易収支〔a－b〕 構成比

１９７９年 １３６．６０ １５６．８０ －２０．２０

１９８０年 １８１．１９ ２００．１７ －１８．９８

１９８１年 ２２０．０７ ２２０．１５ －０．０８

１９８２年 ２２３．２１ １９２．８５ ３０．３６

１９８３年 ２２２．２６ ２１３．９０ ８．３６

１９８４年 ２６１．３９ ２７４．１０ －１２．７１

１９８５年 ２７３．５０ ４２２．５２ －１４９．０２

１９８６年 ３０９．４２ ４２９．０４ －１１９．６２

１９８７年 ３９４．３７ ４３２．１６ －３７．７９

１９８８年 ４７５．１６ ５５２．７５ －７７．５９

１９８９年 ５２５．３８ ５９１．４０ －６６．０２

１９９０年 ６２０．９１ ５３３．４５ ８７．４６

１９９１年 ７１８．４３ ６３７．９１ ８０．５２

１９９２年 ８４９．４０ １７３．５６ ２０．４％ ８０５．８５ ２６３．７１ ３２．７％ ４３．５５ －９０．１５ －２０７．０％

１９９３年 ９１７．４４ ２５２．３７ ２７．５％ １，０３９．５９ ４１８．３３ ４０．２％ －１２２．１５ －１６５．９６ １３５．９％

１９９４年 １，２１０．０６ ３４７．１３ ２８．７％ １，１５６．１４ ５２９．３４ ４５．８％ ５３．９２ －１８２．２１ －３３７．９％

１９９５年 １，４８７．８０ ４６８．７６ ３１．５％ １，３２０．８４ ６２９．４３ ４７．７％ １６６．９６ －１６０．６７ －９６．２％

１９９６年 １，５１０．４８ ６１５．０６ ４０．７％ １，３８８．３３ ７５６．０４ ５４．５％ １２２．１５ －１４０．９７ －１１５．４％

１９９７年 １，８２７．９２ ７４９．００ ４１．０％ １，４２３．７０ ７７７．２１ ５４．６％ ４０４．２２ －２８．２１ －７．０％

１９９８年 １，８３７．０９ ８０９．６２ ４４．１％ １，４０２．３７ ７６７．１７ ５４．７％ ４３４．７２ ４２．４４ ９．８％

１９９９年 １，９４９．３１ ８８６．２８ ４５．５％ １，６５６．９９ ８５８．８４ ５１．８％ ２９２．３２ ２７．４４ ９．４％

２０００年 ２，４９２．０３ １，１９４．４１ ４７．９％ ２，２５０．９４ １，１７２．７３ ５２．１％ ２４１．０９ ２１．６９ ９．０％

２００１年 ２，６６０．９８ １，３３２．１８ ５０．１％ ２，４３５．５３ １，２５８．４３ ５１．７％ ２２５．４５ ７３．７５ ３２．７％

２００２年 ３，２５５．９６ １，６９９．８５ ５２．２％ ２，９５１．７０ １，６０２．５４ ５４．３％ ３０４．２６ ９７．３１ ３２．０％

２００３年 ４，３８２．２８ ２，４０３．０６ ５４．８％ ４，１２７．５９ ２，３１８．６４ ５６．２％ ２５４．６９ ８４．４２ ３３．１％

２００４年 ５，９３３．２６ ３，３８６．０７ ５７．１％ ５，６１２．２９ ３，２４５．６９ ５７．８％ ３２０．９７ １４０．３９ ４３．７％

２００５年 ７，６１９．５３ ４，４４１．８３ ５８．３％ ６，５９９．５３ ３，８７４．５６ ５８．７％ １，０２０．００ ５６７．２６ ５５．６％

２００６年 ９，６８９．３６ ５，６３７．７９ ５８．２％ ７，９１４．６１ ４，７２４．９０ ５９．７％ １，７７４．７５ ９１２．８９ ５１．４％

２００７年 １２，１７７．７６ ６，９５３．７１ ５７．１％ ９，５５９．５０ ５，５９７．９３ ５８．６％ ２，６１８．２６ １，３５５．７８ ５１．８％

２００８年 １４，３０６．９３ ７，９０４．９３ ５５．３％ １１，３２５．６２ ６，１９４．２８ ５４．７％ ２，９８１．３１ １，７１０．６４ ５７．４％

２００９年 １２，０１６．１２ ６，７２０．７４ ５５．９％ １０，０５９．２３ ５，４５４．０４ ５４．２％ １，９５６．８９ １，２６６．７０ ６４．７％

２０１０年 １５，７７７．５４ ８，６２２．２９ ５４．６％ １３，９６２．４４ ７，３８３．８６ ５２．９％ １，８１５．１０ １，２３８．４２ ６８．２％

輸出依存度 輸入依存度 貿易依存度

中国＝１００ 中国＝１００ 中国＝１００

中 国 ２６．８％ １００ ２３．７％ １００ ５０．５％ １００

日 本 １４．１％ ５３ １２．７％ ５４ ２６．８％ ５３

韓 国 ４６．０％ １７２ ４１．９％ １７７ ８７．９％ １７４

シンガポール １５７．７％ ５８８ １３９．４％ ５８８ ２９７．１％ ５８８

香 港 １７３．８％ ６４９ １９３．０％ ８１４ ３６６．８％ ７２６

台 湾 ６３．６％ ２３７ ５８．３％ ２４６ １２１．９％ ２４１

タ イ ６１．１％ ２２８ ５７．８％ ２４４ １１８．９％ ２３５

図表２ 貿易の動向

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）２２０～２２２、２３９頁、ほか。

図表３ 貿易依存度の国際比較（２０１０年）

資料 中国、日本、韓国、シンガポール、香港、タイ：

総務省統計研修所編（２０１２年）『世界の統計２０１２』総務省統計局、２１９頁。

台湾：

ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 , ADB Website(http : //www.adb.org/publica-
tions/key−indicators−asia−and−pacific−2012?ref=data/publications).
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行政面積
年末常住
人 口

GDP １人あたりGDP 輸出額

（万平方キロ） （万人） （億元） （億ドル） （元） （ドル） 億ドル 輸出依存度
環渤海湾経済圏 ３０．６８６ １７，５９２ ９０，６１２ １３，３８５ ５１，５０７ ７，６０９ ２，４８８ １８．６％

東 営 山 東 ０．８３０ ２０４ ２，３６０ ３４９ １１５，８５４ １７，１１４ ２８ ７．９％
大 連 遼 寧 １．２５７ ６６９ ５，１５８ ７６２ ７７，１０３ １１，３９０ ２７３ ３５．８％

★ 北 京 １．６４１ １，９６１ １４，１１４ ２，０８５ ７１，９６４ １０，６３１ ５５４ ２６．６％
★ 天 津 １．１７６ １，２９９ ９，２２４ １，３６３ ７０，９９６ １０，４８８ ３７５ ２７．５％

威 海 山 東 ０．５７０ ２８１ １，９４５ ２８７ ６９，３３０ １０，２４１ ８９ ３１．０％
盤 錦 遼 寧 ０．４０７ １３９ ９２６ １３７ ６６，５４６ ９，８３０ ４ ２．７％
青 島 山 東 １．１０５ ８７２ ５，６６６ ８３７ ６４，９８７ ９，６００ ３３９ ４０．５％
淄 博 山 東 ０．５９５ ４５３ ２，８６７ ４２３ ６３，２４２ ９，３４２ ４０ ９．５％
煙 台 山 東 １．３７５ ６９７ ４，３５８ ６４４ ６２，５５０ ９，２４０ ２５５ ３９．６％

○ 瀋 陽 遼 寧 １．２９８ ８１１ ５，０１８ ７４１ ６１，８９９ ９，１４４ ４１ ５．５％
唐 山 河 北 １．３４７ ７５８ ４，４６９ ６６０ ５８，９４４ ８，７０７ ２９ ４．４％
鞍 山 遼 寧 ０．９２５ ３６５ ２，１２５ ３１４ ５８，２８３ ８，６１０ １４ ４．６％

○ 済 南 山 東 ０．８１８ ６８２ ３，９１１ ５７８ ５７，３５６ ８，４７３ ４１ ７．０％
本 溪 遼 寧 ０．８４１ １７１ ８６０ １２７ ５０，３１４ ７，４３２ １６ １２．５％
莱 蕪 山 東 ０．２４２ １３０ ５４６ ８１ ４２，０５８ ６，２１３ １０ １２．８％
撫 順 遼 寧 １．１２７ ２１４ ８９５ １３２ ４１，８６９ ６，１８５ ５ ４．０％
浜 州 山 東 ０．９４５ ３７５ １，５５２ ２２９ ４１，３５２ ６，１０９ ２５ １１．１％
営 口 遼 寧 ０．５４０ ２４３ １，００２ １４８ ４１，２８７ ６，０９９ ２２ １４．９％
遼 陽 遼 寧 ０．４７４ １８６ ７３５ １０９ ３９，５６１ ５，８４４ １０ ８．９％
泰 安 山 東 ０．７８８ ５５０ ２，０５２ ３０３ ３７，３１７ ５，５１２ ９ ３．１％
日 照 山 東 ０．５３５ ２８０ １，０２５ １５１ ３６，５７１ ５，４０２ ２２ １４．６％
棗 荘 山 東 ０．４５７ ３７３ １，３６２ ２０１ ３６，４７７ ５，３８８ ７ ３．７％

坊 山 東 １．４９２ ９０９ ３，０９１ ４５７ ３３，９９６ ５，０２２ ８７ １９．０％
○ 石家荘 河 北 １．５８５ １，０１８ ３，４０１ ５０２ ３３，４２５ ４，９３８ ５８ １１．５％

済 寧 山 東 １．１１３ ８０９ ２，５４３ ３７６ ３１，４２４ ４，６４２ ２３ ６．１％
秦皇島 河 北 ０．７５２ ２９９ ９３１ １３７ ３１，１２０ ４，５９７ １９ １３．７％
廊 坊 河 北 ０．６２５ ４３６ １，３５１ ２００ ３０，９６０ ４，５７３ ２２ １１．１％
滄 州 河 北 １．４０５ ７１４ ２，２０３ ３２５ ３０，８４３ ４，５５６ １４ ４．３％
丹 東 遼 寧 １．５２２ ２４５ ７２９ １０８ ２９，８１１ ４，４０４ １９ １７．４％
徳 州 山 東 １．０３７ ５５７ １，６５８ ２４５ ２９，７４２ ４，３９４ １３ ５．５％
錦 州 遼 寧 ０．９８９ ３１３ ９１３ １３５ ２９，１９５ ４，３１３ １２ ８．７％
聊 城 山 東 ０．８７１ ５８０ １，６２２ ２４０ ２７，９８２ ４，１３３ １３ ５．４％

長江デルタ経済圏 ２０．４８５ １５，１４６ ８４，９８５ １２，５５４ ５６，１０９ ８，２８９ ６，３０９ ５０．３％
無 錫 江 蘇 ０．４６３ ６３８ ５，７９３ ８５６ ９０，８６１ １３，４２２ ３６３ ４２．４％
蘇 州 江 蘇 ０．８４９ １，０４７ ９，２２９ １，３６３ ８８，１５５ １３，０２２ １，５３１ １１２．３％

★ 上 海 ０．６３４ ２，３０３ １７，１６６ ２，５３６ ７４，５４７ １１，０１２ １，８０８ ７１．３％
○ 杭 州 浙 江 １．６６０ ８７１ ５，９４９ ８７９ ６８，３４２ １０，０９６ ３５３ ４０．２％

寧 波 浙 江 ０．９８２ ７６１ ５，１６３ ７６３ ６７，８３６ １０，０２１ ５２０ ６８．１％
常 州 江 蘇 ０．４３７ ４５９ ３，０４５ ４５０ ６６，２９４ ９，７９３ １５６ ３４．６％

○ 南 京 江 蘇 ０．６５９ ８０１ ５，１３１ ７５８ ６４，０６９ ９，４６４ ２４９ ３２．８％
鎮 江 江 蘇 ０．３８５ ３１２ １，９８８ ２９４ ６３，８０９ ９，４２６ ４８ １６．２％
舟 山 浙 江 ０．１４４ １１２ ６４４ ９５ ５７，４７７ ８，４９１ ６９ ７２．９％
紹 興 浙 江 ０．８５３ ４９１ ２，７９５ ４１３ ５６，８９４ ８，４０４ ２１１ ５１．１％
嘉 興 浙 江 ０．３９２ ４５１ ２，３００ ３４０ ５１，０５９ ７，５４２ １６０ ４７．２％
揚 州 江 蘇 ０．６５９ ４４６ ２，２２９ ３２９ ４９，９７７ ７，３８３ ６１ １８．４％
南 通 江 蘇 ０．８０１ ７２８ ３，４６６ ５１２ ４７，５９２ ７，０３０ １４１ ２７．５％
湖 州 浙 江 ０．５８２ ２８９ １，３０２ １９２ ４４，９８０ ６，６４５ ５９ ３０．５％
泰 州 江 蘇 ０．５７９ ４６２ ２，０４９ ３０３ ４４，３３５ ６，５４９ ５９ １９．４％
台 州 浙 江 ０．９４１ ５９７ ２，４２６ ３５８ ４０，６１７ ６，０００ １４０ ３９．０％
金 華 浙 江 １．０９４ ５３７ ２，１１０ ３１２ ３９，３２２ ５，８０９ １２２ ３９．１％
衢 州 浙 江 ０．８８５ ２１２ ７５５ １１２ ３５，５８５ ５，２５７ １２ １０．８％
徐 州 江 蘇 １．１２６ ８５８ ２，９４２ ４３５ ３４，２８３ ５，０６４ ２６ ６．１％
塩 城 江 蘇 １．６９７ ７２６ ２，３３３ ３４５ ３２，１１４ ４，７４４ ２３ ６．７％
温 州 浙 江 １．１７９ ９１４ ２，９２５ ４３２ ３２，０２０ ４，７３０ １４５ ３３．７％
麗 水 浙 江 １．７３０ ２１２ ６６３ ９８ ３１，３１７ ４，６２６ １３ １３．８％
淮 安 江 蘇 １．００７ ４８０ １，３８８ ２０５ ２８，８９４ ４，２６８ １５ ７．３％
連雲港 江 蘇 ０．７５０ ４４０ １，１９３ １７６ ２７，１３９ ４，００９ ２６ １４．８％

珠江デルタ経済圏 ５．４７３ ５，６１６ ３８，７６１ ５，７２６ ６９，０１５ １０，１９５ ４，３３７ ７５．７％
深 圳 広 東 ０．１９５ １，０３７ ９，５８２ １，４１５ ９２，３７９ １３，６４６ ２，０４２ １４４．３％

○ 広 州 広 東 ０．７２９ １，２７１ １０，７４８ １，５８８ ８４，５６６ １２，４９２ ４８４ ３０．５％
佛 山 広 東 ０．３８５ ７２０ ５，６５２ ８３５ ７８，５０４ １１，５９７ ３３０ ３９．６％
珠 海 広 東 ０．１６５ １５６ １，２０９ １７９ ７７，３７５ １１，４３０ ２０９ １１６．８％
中 山 広 東 ０．１８０ ３１２ １，８５１ ２７３ ５９，２５９ ８，７５４ ２２５ ８２．３％
東 莞 広 東 ０．２４７ ８２３ ４，２４６ ６２７ ５１，６２９ ７，６２７ ６９６ １１１．０％
恵 州 広 東 １．１３６ ４６０ １，７３０ ２５６ ３７，５９９ ５，５５４ ２０２ ７９．２％
江 門 広 東 ０．９５４ ４４５ １，５７０ ２３２ ３５，２８２ ５，２１２ １０４ ４４．９％
清 遠 広 東 １．９１５ ３７０ １，０８８ １６１ ２９，３７９ ４，３４０ １９ １２．０％
肇 慶 広 東 １．４８２ ３９２ １，０８６ １６０ ２７，６８７ ４，０９０ ２６ １６．２％

図表４ 三大経済圏の行政面積、総人口、GDP、輸出依存度

注 ★は、中央直轄市、○は、省都を意味する。

資料 中華人民共和国国家統計局国民経済綜合統計司編（２０１２年）『中国区域経済統計年鑑』（２０１１年版）中国統計出版

社、１９９～２１８、３７９～３８８頁。

中国経済の内需主導型成長とその持続可能性 研究ノート 75



実質経済
成長率

寄 与 率

民間最終消費支出
政府最終
消費支出

総資本形成
純輸出

都 市 農 村
総固定
資本形成

在庫品
増加

１９７９年 ７．６％ １００．０％ ５１．８％ １８．９％ ３３．０％ ２９．２％ ２０．７％ １６．３％ ４．５％ －１．８％

１９８０年 ７．８％ １００．０％ ６３．９％ ３２．３％ ３１．６％ １０．９％ ２４．１％ ３３．８％ －９．７％ １．１％

１９８１年 ５．２％ １００．０％ ７１．３％ ２５．０％ ４６．４％ １３．７％ ７．３％ ４．１％ ３．３％ ７．６％

１９８２年 ９．１％ １００．０％ ４７．３％ １５．７％ ３１．６％ １３．５％ ２６．５％ ２８．２％ －１．７％ １２．７％

１９８３年 １０．９％ １００．０％ ５２．４％ １６．８％ ３５．６％ １３．３％ ４０．７％ ３５．１％ ５．５％ －６．４％

１９８４年 １５．２％ １００．０％ ４４．６％ １８．３％ ２６．３％ １８．２％ ４１．５％ ３７．０％ ４．６％ －４．３％

１９８５年 １３．５％ １００．０％ ５５．２％ ２６．１％ ２９．０％ １１．４％ ５５．０％ ３０．６％ ２４．４％ －２１．５％

１９８６年 ８．８％ １００．０％ ４２．９％ ２５．５％ １７．４％ １５．４％ ３３．８％ ３２．７％ １．２％ ７．８％

１９８７年 １１．６％ １００．０％ ４６．６％ ２５．７％ ２０．９％ ９．０％ ２９．４％ ３７．３％ －７．９％ １５．０％

１９８８年 １１．３％ １００．０％ ５６．０％ ３２．０％ ２３．９％ ９．４％ ３９．８％ ２９．０％ １０．８％ －５．２％

１９８９年 ４．１％ １００．０％ ４９．１％ ２９．８％ １９．３％ １９．８％ ３２．９％ －１４．７％ ４７．６％ －１．８％

１９９０年 ３．８％ １００．０％ ３１．３％ ２４．６％ ６．７％ １４．１％ ２０．３％ ２０．１％ ０．３％ ３４．２％

１９９１年 ９．２％ １００．０％ ３９．６％ ２７．３％ １２．４％ ２２．３％ ３４．７％ ３８．５％ －３．８％ ３．３％

１９９２年 １４．２％ １００．０％ ４５．５％ ３０．４％ １５．１％ １６．９％ ４４．５％ ４９．０％ －４．５％ －６．９％

１９９３年 １４．０％ １００．０％ ３６．４％ ２５．５％ １０．９％ １３．７％ ６０．１％ ５１．２％ ８．９％ －１０．２％

１９９４年 １３．１％ １００．０％ ４０．９％ ２５．７％ １５．２％ １４．４％ ３４．８％ ３０．１％ ４．７％ ９．９％

１９９５年 １０．９％ １００．０％ ５０．２％ ３１．８％ １８．４％ ７．５％ ３９．５％ ２７．５％ １２．０％ ２．８％

１９９６年 １０．０％ １００．０％ ５１．０％ ２７．０％ ２４．１％ １４．５％ ３０．３％ ２８．９％ １．４％ ４．２％

１９９７年 ９．３％ １００．０％ ３９．６％ ３０．６％ ８．９％ １６．８％ １５．８％ ２５．６％ －９．８％ ２７．９％

１９９８年 ７．８％ １００．０％ ４７．４％ ４９．５％ －２．１％ ２３．４％ ２７．６％ ５３．４％ －２５．８％ １．６％

１９９９年 ７．６％ １００．０％ ５８．６％ ５６．１％ ２．４％ ２９．６％ ３５．６％ ４２．６％ －７．０％ －２３．８％

２０００年 ８．４％ １００．０％ ５１．６％ ４４．２％ ７．４％ ２５．５％ ２４．８％ ４３．５％ －１８．７％ －１．９％

２００１年 ８．３％ １００．０％ ３４．８％ ２８．６％ ６．３％ １７．９％ ４７．９％ ３８．０％ ９．９％ －０．６％

２００２年 ９．１％ １００．０％ ３１．６％ ２７．４％ ４．２％ １１．０％ ５０．６％ ５１．３％ －０．７％ ６．７％

２００３年 １０．０％ １００．０％ ２８．４％ ２８．２％ ０．２％ ７．９％ ６４．３％ ６１．０％ ３．３％ －０．７％

２００４年 １０．１％ １００．０％ ３１．３％ ２５．６％ ５．７％ ９．５％ ５４．６％ ４８．１％ ６．５％ ４．５％

２００５年 １１．３％ １００．０％ ２８．２％ ２１．８％ ６．４％ １５．４％ ３３．０％ ３４．６％ －１．６％ ２３．３％

２００６年 １２．７％ １００．０％ ２６．９％ ２１．５％ ５．４％ １１．８％ ４３．０％ ３９．１％ ３．９％ １８．３％

２００７年 １４．２％ １００．０％ ３１．０％ ２４．４％ ６．６％ １２．３％ ４１．３％ ３６．７％ ４．６％ １５．４％

２００８年 ９．６％ １００．０％ ３０．５％ ２３．７％ ６．９％ １１．９％ ５５．８％ ４９．２％ ６．６％ １．７％

２００９年 ９．２％ １００．０％ ２８．６％ ２４．３％ ４．３％ １４．９％ ６７．２％ ６８．３％ －１．１％ －１０．７％

２０１０年 １０．４％ １００．０％ ３５．０％ ２６．７％ ８．３％ １３．２％ ４７．５％ ４５．２％ ２．２％ ４．３％

図表５ 経済成長率とそれに対する項目別寄与率の動向

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）４７、６１～６２頁。
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（１）実数 単位 万人
２０００年 ２００５年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年

全 国 （A＋B） ７２，０８５ ７５，８２５ ７５，５６４ ７５，８２８ ７６，１０５
都 市 （A） ２３，１５１ ２７，３３１ ３２，１０３ ３３，３２２ ３４，６８７

①国有企業および付属機関 ８，１０２ ６，４８８ ６，４４７ ６，４２０ ６，５１６
②集団企業および付属機関 １，４９９ ８１０ ６６２ ６１８ ５９７
③協同組合企業および付属機関 １５５ １８８ １６４ １６０ １５６
④連合経営企業および付属機関 ４２ ４５ ４３ ３７ ３６
⑤有限会社 ６８７ １，７５０ ２，１９４ ２，４３３ ２，６１３
⑥株式会社 ４５７ ６９９ ８４０ ９５６ １，０２４
⑦私営企業 １，２６８ ３，４５８ ５，１２４ ５，５４４ ６，０７１
⑧個人企業 ２，１３６ ２，７７８ ３，６０９ ４，２４５ ４，４６７
⑨香港・澳門・台湾企業 ３１０ ５５７ ６７９ ７２１ ７７０
⑩外資企業 ３３２ ６８８ ９４３ ９７８ １，０５３
⑨～⑩計＝外資部門計 ６４２ １，２４５ １，６２２ １，６９９ １，８２３
①～⑩計 （C） １４，９８８ １７，４６１ ２０，７０５ ２２，１１２ ２３，３０３

不明 （A－C） ８，１６３ ９，８７０ １１，３９８ １１，２１０ １１，３８４
農 村 （B） ４８，９３４ ４８，４９４ ４３，４６１ ４２，５０６ ４１，４１８

⑪郷鎮企業 １２，８２０ １４，２７２ １５，４５１ １５，５８８ １５，８９３
⑫私営企業 １，１３９ ２，３６６ ２，７８０ ３，０６３ ３，３４７
⑬個人企業 ２，９３４ ２，１２３ ２，１６７ ２，３４１ ２，５４０
⑪～⑬計 （D） １６，８９３ １８，７６１ ２０，３９８ ２０，９９２ ２１，７８０

不明 （B－D） ３２，０４１ ２９，７３３ ２３，０６３ ２１，５１４ １９，６３８
（２）構成比

２０００年 ２００５年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年
全 国 （A＋B）
都 市 （A） １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

①国有企業および付属機関 ３５．０％ ２３．７％ ２０．１％ １９．３％ １８．８％
②集団企業および付属機関 ６．５％ ３．０％ ２．１％ １．９％ １．７％
③協同組合企業および付属機関 ０．７％ ０．７％ ０．５％ ０．５％ ０．４％
④連合経営企業および付属機関 ０．２％ ０．２％ ０．１％ ０．１％ ０．１％
⑤有限会社 ３．０％ ６．４％ ６．８％ ７．３％ ７．５％
⑥株式会社 ２．０％ ２．６％ ２．６％ ２．９％ ３．０％
⑦私営企業 ５．５％ １２．７％ １６．０％ １６．６％ １７．５％
⑧個人企業 ９．２％ １０．２％ １１．２％ １２．７％ １２．９％
⑨香港・澳門・台湾企業 １．３％ ２．０％ ２．１％ ２．２％ ２．２％
⑩外資企業 １．４％ ２．５％ ２．９％ ２．９％ ３．０％
⑨～⑩計＝外資部門計 ２．８％ ４．６％ ５．１％ ５．１％ ５．３％
①～⑩計 （C） ６４．７％ ６３．９％ ６４．５％ ６６．４％ ６７．２％

不明 （A－C） ３５．３％ ３６．１％ ３５．５％ ３３．６％ ３２．８％
農 村 （B） １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

⑪郷鎮企業 ２６．２％ ２９．４％ ３５．６％ ３６．７％ ３８．４％
⑫私営企業 ２．３％ ４．９％ ６．４％ ７．２％ ８．１％
⑬個人企業 ６．０％ ４．４％ ５．０％ ５．５％ ６．１％
⑪～⑬計 （D） ３４．５％ ３８．７％ ４６．９％ ４９．４％ ５２．６％

不明 （B－D） ６５．５％ ６１．３％ ５３．１％ ５０．６％ ４７．４％

図表６ 企業形態別就業者数の動向（年末）

注１．協同組合企業とは、従業員が企業資産にたいして持ち分を保有する企業である。

２．連合経営企業とは、所有制の同じ企業あるいは異なる企業が共同出資して設立した企業である。

３．有限会社とは、２人以上５０人以下の出資者が製造業または卸売業を主たる事業とする場合では５０万元以上、小売

業を主たる事業とする場合では３０万元以上、科学技術開発、コンサルタント、その他サービスを主たる事業とする

場合では１０万元以上の出資金を共同出資することで設立される企業である。出資者は、出資金額に応じた出資口数

分の持ち分をもち、出資口数を出資者間で自由に譲渡する権利をもつが、出資口数を非出資者へ譲渡する場合には

出資者の過半数の同意を求める必要がなる。

４．株式会社とは、中国国内に住所をもつ５人以上の出資者が株主となり、１０００万元以上の資本金をもって設立され

る企業である。

５．不明は、統計に項目のない派遣労働者、農村出身の出稼ぎ労働者（「農民工」）、定年退職後の再就職者、民弁教

師、宗教家、軍人、農民等をさすと思われる。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）１１０～１１１頁、ほか。
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（１）１００世帯あたり耐久消費財保有量（年末） 単位 台

洗濯機 冷蔵庫
白 黒
テレビ

カラー
テレビ

エアコン 固定電話 携帯電話 パソコン
自 動
二輪車

自動車

１９８１年 ６．３１ ０．２２ ５７．０６ ０．５９
１９８２年 １６．０９ ０．６７ ７２．２１ １．１０
１９８３年 ２９．０８ １．６５ ８０．５８ ２．５７
１９８４年 ４０．１３ ３．２２ ８２．０４ ５．３８
１９８５年 ４８．２９ ６．５８ ６６．８６ １７．２１
１９８６年 ５９．７０ １２．７１ ６５．４２ ２７．４１
１９８７年 ６６．７７ １９．９１ ６４．７７ ３４．６３
１９８８年 ７３．４２ ２８．０７ ５９．２２ ４３．９３
１９８９年 ７６．２１ ３６．４７ ５５．７１ ５１．４７
１９９０年 ７８．４１ ４２．３３ ５２．３６ ５９．０４ ０．３４ １．９４
１９９１年 ８０．５８ ４８．７０ ４３．９３ ６８．４１
１９９２年 ８３．４１ ５２．６０ ３７．７１ ７４．８７ １．１９
１９９３年 ８６．３６ ５６．６８ ３５．９２ ７９．４６ ２．３３
１９９４年 ８７．２９ ６２．１０ ３０．４７ ８６．２１ ５．００
１９９５年 ８８．９７ ６６．２２ ２７．９７ ８９．７９ ８．０９ ６．２９
１９９６年 ９０．０６ ６９．６７ ２５．５３ ９３．５０ １１．６１
１９９７年 ８９．１２ ７２．９８ ― １００．４８ １６．２９ １．７０ ２．６０
１９９８年 ９０．５７ ７６．０８ ― １０５．４３ ２０．０１ ３．２６ ３．７８
１９９９年 ９１．４４ ７７．７４ ― １１１．５７ ２４．４８ ７．１４ ５．９１ １５．１２ ０．３４
２０００年 ９０．５０ ８０．１０ ― １１６．６０ ３０．８０ １９．５０ ９．７０ １８．８０ ０．５０
２００１年 ９２．２０ ８１．９０ ― １２０．５０ ３５．８０ ３４．００ １３．３０ ２０．４０ ０．６０
２００２年 ９２．９０ ８７．３８ ― １２６．３８ ５１．１０ ９３．６５ ６２．８９ ２０．６３ ２２．１９ ０．８８
２００３年 ９４．４１ ８８．７３ ― １３０．５０ ６１．７９ ９５．４１ ９０．０７ ２７．８１ ２４．００ １．３６
２００４年 ９５．９０ ９０．１５ ― １３３．４４ ６９．８１ ９６．４４ １１１．３５ ３３．１１ ２４．８４ ２．１８
２００５年 ９５．５１ ９０．７２ ― １３４．８０ ８０．６７ ９４．４０ １３７．００ ４１．５２ ２５．００ ３．３７
２００６年 ９６．７７ ９１．７５ ― １３７．４３ ８７．７９ ９３．３０ １５２．８８ ４７．２０ ２５．３０ ４．３２
２００７年 ９６．７７ ９５．０３ ― １３７．７９ ９５．０８ ９０．５２ １６５．１８ ５３．７７ ２４．８１ ６．０６
２００８年 ９４．６５ ９３．６３ ― １３２．８９ １００．２８ ８２．０１ １７２．０２ ５９．２６ ２１．３９ ８．８３
２００９年 ９６．０１ ９５．３５ ― １３５．６５ １０６．８４ ８１．８６ １８１．０４ ６５．７４ ２２．４０ １０．８９
２０１０年 ９６．９２ ９６．６１ ― １３７．４３ １１２．０７ ８０．９４ １８８．８６ ７１．１６ ２２．５１ １３．０７

（２）１人あたり食料品消費量 単位 キロ

穀 物 生鮮野菜
肉

生 卵 魚介類 砂 糖
豚 肉 牛 肉 羊 肉 鶏・鴨肉

１９８１年 １４５．４４ １５２．３４ ２０．５２ １６．９２ １．６８ １．９２ ５．２２ ７．２６ ２．８８
１９８２年 １４４．５６ １５９．０８ ２０．９３ １６．８５ １．８２ ２．２６ ５．８８ ７．６７ ２．８０
１９８３年 １４４．４８ １６５．００ ２２．４４ １８．００ １．８６ ２．５８ ６．９０ ８．１０ ２．７６
１９８４年 １４２．０８ １４９．０４ ２２．７４ １７．１０ ２．７６ ２．８８ ７．６２ ７．８０ ２．９４
１９８５年 １３４．７６ １４４．３６ ２２．５６ １６．６８ ２．６４ ３．２４ ６．８４ ７．０８ ２．５２
１９８６年 １３７．８８ １４８．３２ ２５．３２ １８．９６ ２．６４ ３．７２ ７．６３ ８．１６ ２．６４
１９８７年 １３３．８７ １４２．５８ ２５．３０ １８．８５ ３．０５ ３．４０ ６．５６ ７．８８ ２．５４
１９８８年 １３７．１７ １４７．０２ ２３．７５ １６．９４ ２．８１ ４．００ ６．８７ ７．０７ ２．５８
１９８９年 １３３．９４ １４４．５６ ２３．９１ １７．５３ ２．７３ ３．６５ ７．０５ ７．６１ ２．３８
１９９０年 １３０．７２ １３８．７０ ２５．１６ １８．４６ ３．２８ ３．４２ ７．２５ ７．６９ ２．１４
１９９１年 １２７．９３ １３２．１８ ２６．６０ １８．８６ ３．３４ ４．４０ ８．２６ ８．０２ １．８０
１９９２年 １１１．５０ １２４．９１ ２６．４９ １７．７０ ３．７１ ５．０８ ９．４５ ８．１９ １．８５
１９９３年 ９７．７８ １２０．６４ ２４．４６ １７．４０ ３．３６ ３．７０ ８．８６ ８．０２ １．７７
１９９４年 １０１．６７ １２０．７４ ２４．３５ １７．１２ ３．１０ ４．１３ ９．６８ ８．５３ １．９１
１９９５年 ９７．００ １１６．４７ ２３．６５ １７．２４ ２．４４ ３．９７ ９．７４ ９．２０ １．６８
１９９６年 ９４．６８ １１８．５１ ２４．３３ １７．０７ ３．２９ ３．９７ ９．６４ ９．２５ １．７１
１９９７年 ８８．５９ １１３．３４ ２３．９８ １５．３４ ３．７０ ４．９４ １１．１３ ９．３０ １．６３
１９９８年 ８６．７２ １１３．７６ ２３．８７ １５．８８ ３．３４ ４．６５ １０．７６ ９．８４ １．７６
１９９９年 ８４．９１ １１４．９４ ２４．９２ １６．９１ ３．０９ ４．９２ １０．９２ １０．３４ １．８１
２０００年 ８２．３１ １１４．７４ ２５．５０ １６．７３ ３．３３ ５．４４ １１．２１ ９．８７ １．７０
２００１年 ７９．６９ １１５．８６ ２４．４２ １５．９５ ３．１７ ５．３０ １０．４１ １０．３３ １．６７
２００２年 ７８．４８ １１６．５２ ３２．５２ ２０．２８ ３．００ ９．２４ １０．５６ １３．２０ ―
２００３年 ７９．５２ １１８．３４ ３２．９４ ２０．４３ ３．３１ ９．２０ １１．１９ １３．３５ ―
２００４年 ７８．１８ １２２．３２ ２９．２２ １９．１９ ３．６６ ６．３７ １０．３５ １２．４８ ―
２００５年 ７６．９８ １１８．５８ ３２．８３ ２０．１５ ３．７１ ８．９７ １０．４０ １２．５５ ―
２００６年 ７５．９２ １１７．５６ ３２．１２ ２０．００ ３．７８ ８．３４ １０．４１ １２．９５ ―
２００７年 ７７．６０ １１７．８０ ３１．８０ １８．２１ ３．９３ ９．６６ １０．３３ １４．２０ ―
２００８年 １２３．１５ ３０．７０ １９．２６ ３．４４ ８．００ １０．７４ ― ―
２００９年 ８１．３３ １２０．４５ ３４．６７ ２０．５０ ３．７０ １０．４７ １０．５７ ― ―
２０１０年 ８１．５３ １１６．１１ ３４．７２ ２０．７３ ３．７８ １０．２１ １０．００ ― ―

図表７ 都市世帯の消費の動向

注 塗り潰しは、品目ごとの最大保有量または最大消費量を意味する。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）３３６頁、ほか。
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（１）１００世帯あたり耐久消費財保有量（年末） 単位 台

洗濯機 冷蔵庫
白 黒
テレビ

カラー
テレビ

エアコン 固定電話 携帯電話 パソコン
自 動
二輪車

自動車

１９８１年 ０．８７
１９８２年 １．６８
１９８３年 ３．９９
１９８４年 ７．２４
１９８５年 １．９０ ０．０６ １０．９４ ０．８０
１９８６年 ３．２２ ０．２０ １５．７６ １．５２
１９８７年 ４．７８ ０．３１ ２２．０４ ２．３４
１９８８年 ６．７９ ０．６３ ２８．６４ ２．８０
１９８９年 ８．１５ ０．８９ ３３．９１ ３．６３
１９９０年 ９．１２ １．２２ ３９．７２ ４．７２ ０．８９
１９９１年 １０．９９ １．６４ ４７．５３ ６．４４
１９９２年 １２．３３ ２．１７ ５２．４４ ８．０８
１９９３年 １３．８２ ３．０５ ５８．３０ １０．８６
１９９４年 １５．３０ ４．００ ６１．７７ １３．５２
１９９５年 １６．９０ ５．１５ ６３．８１ １６．９２ ０．１８ ４．９１
１９９６年 ２０．５４ ７．２７ ６５．０６ ２２．９１
１９９７年 ２１．８７ ８．４９ ６５．１２ ２７．３２
１９９８年 ２２．８１ ９．２５ ６３．５７ ３２．５９
１９９９年 ２４．３２ １０．６４ ６２．３５ ３８．２４ ０．７４
２０００年 ２８．５８ １２．３１ ５２．９７ ４８．７４ １．３２ ２６．３８ ４．３２ ０．４７ ２１．９４
２００１年 ２９．９４ １３．５９ ５０．７４ ５４．４１ １．７０ ３４．１１ ８．０６ ０．６９ ２４．７１
２００２年 ３１．８０ １４．８３ ４８．１４ ６０．４５ ２．２９ ４０．７７ １３．６７ １．１０ ２８．０７
２００３年 ３４．２７ １５．８９ ４２．８０ ６７．８０ ３．４５ ４９．０６ ２３．６８ １．４２ ３１．８０
２００４年 ３７．３２ １７．７５ ３７．９２ ７５．０９ ４．７０ ５４．５４ ３４．７２ １．９０ ３６．１５
２００５年 ４０．２０ ２０．１０ ２１．７７ ８４．０８ ６．４０ ５８．３７ ５０．２４ ２．１０ ４０．７０
２００６年 ４２．９８ ２２．４８ １７．４５ ８９．４３ ７．２８ ６４．０９ ６２．０５ ２．７３ ４４．５９
２００７年 ４５．９４ ２６．１２ １２．１４ ９４．３８ ８．５４ ６８．３６ ７７．８４ ３．６８ ４８．５２
２００８年 ４９．１１ ３０．１９ ９．８８ ９９．２２ ９．８２ ６７．０１ ９６．１３ ５．３６ ５２．４５
２００９年 ５３．１４ ３７．１１ ７．６５ １０８．９４ １２．２３ ６２．６８ １１５．２４ ７．４６ ５６．６４
２０１０年 ５７．３２ ４５．１９ ６．３８ １１１．７９ １６．００ ６０．７６ １３６．５４ １０．３７ ５９．０２

（２）１人あたり食料品消費量 単位 キロ

穀 物 生鮮野菜
肉 類

卵 類 魚介類 砂 糖
豚 肉 牛 肉 羊 肉 鶏・鴨肉

１９８１年 ２５６．００ １２４．００ ９．４２ ８．７１ ０．７１ １．２５ １．２８ １．１０
１９８２年 ２６０．００ ９．８３ ９．０５ ０．７８ １．４３ １．３２ １．１９
１９８３年 ２６０．００ １３１．００ １０．７９ ９．９７ ０．８２ １．５７ １．５７ １．２６
１９８４年 ２６７．００ １４０．００ １１．５６ １０．６２ ０．９４ １．８４ １．７４ １．３０
１９８５年 ２５７．４５ １３１．００ １２．００ １０．９７ １．０３ ２．０５ １．６３ １．４６
１９８６年 ２５９．００ １３４．００ １２．９３ １１．７９ １．１４ ２．０８ １．８７ １．５９
１９８７年 ２５９．００ １３０．００ １２．８０ １１．６５ １．１５ ２．２５ １．９６ １．７０
１９８８年 ２６０．００ １３０．００ １１．９６ １０．７１ １．２５ ２．２８ １．９１ １．４１
１９８９年 ２６２．００ １３３．００ １２．２８ １１．００ １．２８ ２．４１ ２．１０ １．５４
１９９０年 ２６２．０８ １３４．９９ １２．５９ １１．３４ １．２５ ２．４１ ２．１３ １．５０
１９９１年 ２５５．５８ １２６．９７ １３．４９ １２．１５ １．３４ ２．７３ ２．２１ １．４０
１９９２年 ２５０．５０ １２９．１２ １３．３２ １１．８３ １．４９ ２．８５ ２．２５ １．５４
１９９３年 ２６６．０２ １０７．４３ １３．３０ １１．６８ １．６２ ２．８８ ２．４７ １．４３
１９９４年 ２６０．５６ １０７．８６ １２．６３ １１．００ １．６３ ３．０３ ２．６８ １．３４
１９９５年 ２５８．９２ １０４．６２ １３．１２ １０．５８ ０．３６ ０．３５ １．８３ ３．２２ ３．３６ １．２８
１９９６年 ２５６．１９ １０６．２６ １４．８３ １２．９０ １．９３ ３．３５ ３．３７ １．３７
１９９７年 ２５０．６７ １０７．２１ １５．０８ １２．７２ ２．３６ ４．０８ ３．３８ １．３５
１９９８年 ２４９．２８ １０８．９６ １５．５３ １３．２０ ２．３３ ４．１１ ３．３１ １．４０
１９９９年 ２４７．４５ １０８．８９ １６．２７ １２．７０ ０．５４ ０．５５ ２．４８ ４．２８ ３．８２ １．４６
２０００年 ２５０．２３ １１１．９８ １７．２２ １３．２８ ０．５２ ０．６１ ２．８１ ４．７７ ３．９２ １．２８
２００１年 ２３８．６２ １０９．３０ １７．３７ １３．３５ ０．５５ ０．６０ ２．８７ ４．７２ ４．１２ １．４３
２００２年 ２３６．５０ １１０．５５ １７．７８ １３．７０ ０．５２ ０．６５ ２．９１ ４．６６ ４．３６ １．６４
２００３年 ２２２．４４ １０７．４０ １８．２６ １３．８０ ０．５０ ０．７６ ３．２０ ４．８１ ４．６５ １．２４
２００４年 ２１８．２６ １０６．６１ １７．８９ １３．４６ ０．４８ ０．８２ ３．１３ ４．５９ ４．４９ １．１１
２００５年 ２０８．８５ １０２．２８ ２０．７６ １５．６２ ０．６４ ０．８３ ３．６７ ４．７１ ４．９４ １．１３
２００６年 ２０５．６２ １００．５３ ２０．５４ １５．４６ ０．６７ ０．９０ ３．５１ ５．００ ５．０１ １．０９
２００７年 １９９．４８ ９８．９９ １８．７４ １３．３７ ０．６８ ０．８３ ３．８６ ７．７２ ５．３６ １．０７
２００８年 １９９．０７ ９９．７２ １８．３０ １２．６５ ０．５６ ０．７３ ４．３６ ５．４３ ５．２５ １．１１
２００９年 １８９．２６ ９８．４４ １９．５８ １３．９６ ０．５６ ０．８１ ４．２５ ５．３２ ５．２７ １．０７
２０１０年 １８１．４４ ９３．２８ ２０．００ １４．４０ ０．６３ ０．８０ ４．１７ ５．１２ ５．１５ １．０３

図表８ 農村世帯の消費の動向

注 塗り潰しは、品目ごとの最大保有量または最大消費量を意味する。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）３５９頁、ほか。
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（１）実額 単位 億元
２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年

国有企業 ４１，９４８ ４８，９３８ ５５，１９９ ５７，５７５ ６１，８９９ n.a.

工業融資 ２２，５１７ ２８，６５４ ３３，６２３ ３６，１４６ ３８，７６９ n.a.

商業融資 １６，４４８ １６，６７２ １７，８３３ １７，７４３ １９，４８３ n.a.

建築業融資 ２，９８４ ３，６１３ ３，７４２ ３，６８７ ３，６４７ n.a.

非国有企業 １２，０５８ １０，７２３ １２，６８９ １３，９４９ １８，３２６ n.a.

郷鎮企業融資 ７，９０２ ６，２２２ ７，１１３ ７，４５４ ９，０２９ n.a.

三資企業融資 １，９７５ １，８３４ ２，０６９ ２，２７１ ２，１８０ n.a.

私営企業・自営業者融資 ２，１８１ ２，６６８ ３，５０８ ４，２２４ ７，１１７ n.a.

農業融資 １１，５３０ １３，２０８ １５，４２９ １７，６２９ ２１，６２３ n.a.

その他融資 ２１，９１３ ２５，６６５ ３１，１６１ ３６，０６３ ４４，７６３ n.a.

短期融資額合計 ８７，４４９ ９８，５３５ １１４，４７８ １２５，２１６ １４６，６１１ １６６，２３３

（２）構成比

２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年

国有企業 ４８．０％ ４９．７％ ４８．２％ ４６．０％ ４２．２％ n.a.

工業融資 ２５．７％ ２９．１％ ２９．４％ ２８．９％ ２６．４％ n.a.

商業融資 １８．８％ １６．９％ １５．６％ １４．２％ １３．３％ n.a.

建築業融資 ３．４％ ３．７％ ３．３％ ２．９％ ２．５％ n.a.

非国有企業 １３．８％ １０．９％ １１．１％ １１．１％ １２．５％ n.a.

郷鎮企業融資 ９．０％ ６．３％ ６．２％ ６．０％ ６．２％ n.a.

三資企業融資 ２．３％ １．９％ １．８％ １．８％ １．５％ n.a.

私営企業・自営業者融資 ２．５％ ２．７％ ３．１％ ３．４％ ４．９％ n.a.

農業融資 １３．２％ １３．４％ １３．５％ １４．１％ １４．７％ n.a.

その他融資 ２５．１％ ２６．０％ ２７．２％ ２８．８％ ３０．５％ n.a.

短期融資額合計 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

全 国

北 京 天 津 上 海 広 東 重 慶

２００５年 ４１．４％ ４５．２％ ３１．５％ ３５．７％ ３９．５％ ４９．０％

２００６年 ４０．６％ ４４．４％ ３１．７％ ３６．２％ ３８．７％ ４６．９％

２００７年 ３９．７％ ４３．５％ ３１．５％ ３５．０％ ３８．８％ ４７．８％

２００８年 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

２００９年 ４６．６％ ５０．５％ ３７．７％ ３９．２％ ４５．２％ ５０．７％

２０１０年 ４５．０％ ４９．０％ ３８．６％ ３９．３％ ４４．４％ ４９．２％

図表９ 金融機関の短期融資の内訳

注 ２０１０年の内訳は、分類方法が変更されたために不明である。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）７２５頁。

図表１１ 労働分配率の動向

注 労働分配率＝名目雇用者報酬／名目 GDP。
資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）６０頁、ほか。
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Fortune
５００順位

企 業 名
総 収 入
（１００万ドル）

Fortune
５００順位

企 業 名
総 収 入
（１００万ドル）

１ ５ 中国石油化工総公司 ３７５，２１４．０ ４１ ３２６ 中国交通銀行 ３３，８７１．６
２ ６ 中国石油天然気総公司 ３５２，３３８．０ ４２ ３３０ 冀中能源股份有限公司 ３３，６６０．８
３ ７ 国家電網公司 ２５９，１４１．８ ４３ ３３３ 中国聯合網絡通信集団有限公司 ３３，３３６．１
４ ５４ 中国工商銀行 １０９，０３９．６ ４４ ３４１ 中国国電集団公司 ３２，５８０．０
５ ７７ 中国建設銀行 ８９，６４８．２ ４５ ３４６ 江蘇沙鋼集団公司 ３２，０９６．８
６ ８１ 中国移動通信集団公司 ８７，５４３．７ ４６ ３４９ 中国鉄路物資総公司 ３１，９９１．１
７ ８４ 中国農業銀行 ８４，８０２．７ ４７ ３５１ 華為技術有限公司 ３１，５４３．４
８ ９１ 来宝集団 ８０，７３２．１

４８ ３６２
和記黄埔有限公司（ハチソンワ
ンポア）

３０，０２２．９
９ ９３ 中国銀行 ８０，２３０．４
１０ １００ 中国建築工程総公司 ７６，０２３．６ ４９ ３６５ 中国建材股份有限公司 ３０，０２１．９
１１ １０１ 中国海洋石油総公司 ７５，５１３．８ ５０ ３６７ 中国機械工業集団有限公司 ２９，８４６．３
１２ １１１ 中国鉄道建築総公司 ７１，４４３．４ ５１ ３６９ 中国大唐集団公司 ２９，６０３．２
１３ １１２ 中国中鉄股份有限公司 ７１，２６３．４ ５２ ３７０ 聯想集団 ２９，５７４．４
１４ １１３ 中国中化集団公司 ７０，９９０．１ ５３ ３８４ 中国遠洋運輸集団 ２８，７９６．５
１５ １２９ 中国人寿保険股份有限公司 ６７，２７４．０ ５４ ３９０ 中国電力建設集団有限公司 ２８，２８８．６
１６ １３０ 上海自動車集団股份有限公司 ６７，２５４．８ ５５ ３９３ 中国粮油食品（集団）有限公司 ２８，１８９．７
１７ １４２ 東風自動車公司 ６２，９１０．８ ５６ ３９７ 河南煤業化工集団有限責任公司 ２７，９１９．２
１８ １５２ 中国南方電網有限責任公司 ６０，５３８．３ ５７ ４０２ 中国化工集団公司 ２７，７０６．７
１９ １６５ 中国第一自動車集団公司 ５７，００２．９ ５８ ４１６ 天津市物資集団総公司 ２６，４１０．９
２０ １６９ 中国五砿集団 ５４，５０９．１ ５９ ４２５ 中国電子信息産業集団有限公司 ２６，０２２．５
２１ １９４ 中国中信集団有限公司 ４９，３３８．７ ６０ ４２６ 浙江物産集団 ２５，８３３．１
２２ １９７ 宝山鋼鉄集団 ４８，９１６．３ ６１ ４３３ 中国華電集団公司 ２５，２７０．０
２３ ２０５ 中国兵器工業集団公司 ４８，１５３．９ ６２ ４３４ 中国船舶重工集団公司 ２５，１４４．５
２４ ２１６ 中国交通建設股份有限公司 ４５，９５８．７ ６３ ４４０ 山東魏橋創業集団有限公司 ２４，９０５．５
２５ ２２１ 中国電信集団公司 ４５，１６９．８ ６４ ４４７ 山西煤炭運銷集団有限公司 ２４，５３３．４
２６ ２３３ 華潤（集団）有限公司 ４３，４３９．５

６５ ４５０
中国太平洋保険（集団）股份有
限公司

２４，４２９．０
２７ ２３４ 神華集団有限責任公司 ４３，３５５．９
２８ ２３８ 中国南方工業集団公司 ４３，１５９．５ ６６ ４５１ 中国電力投資集団公司 ２４，３９９．８

２９ ２４２
中国平安保険（集団）股份有限
公司

４２，１１０．３
６７ ４６０ 山東能源集団有限公司 ２４，１３１．３
６８ ４６２ 鞍山鋼集団公司 ２４，０８９．０

３０ ２４６ 中国華能集団公司 ４１，４８０．６ ６９ ４７５ 浙江吉利控股集団 ２３，３５５．７
３１ ２５０ 中国航空工業集団公司 ４０，８３４．９ ７０ ４８３ 緑地控股集団有限公司 ２２，８７２．９
３２ ２５８ 中国郵政集団公司 ４０，０２３．３ ７１ ４８４ 新興際華集団 ２２，８３２．３
３３ ２６９ 河北鋼鉄集団公司 ３８，７２２．４ ７２ ４９０ 開灤集団 ２２，５１９．３
３４ ２７５ 香港怡和集団 ３７，９６７．０ ７３ ４９８ 招商銀行 ２２，０９３．８
３５ ２８０ 中国冶金科工集団公司 ３７，６１２．６
３６ ２９２ 中国人民財産保険公司 ３６，５４９．１
３７ ２９５ 首都鋼鉄集団公司 ３６，１１７．１
３８ ２９８ 中国 業股份有限公司 ３５，８３９．２
３９ ３１８ 中国航空油料集団総公司 ３４，３５２．４
４０ ３２１ 武漢鋼鉄集団公司 ３４，２５９．５

図表１０ 中国大企業一覧（２０１１年）

資料 Fortune Editorial Department (23 July 2012) “Fortune Global 500 : The World’s Largest Corporations” in Fortune,
Vol.166 No.2, pp.107−131.
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社会固定資産投資額（億元）

都 市 農 村

構成比 構成比

１９９６年 ２２，９１３．５ １７，５６７．２ ７６．７％ ５，３４６．３ ２３．３％

１９９７年 ２４，９４１．１ １９，１９４．２ ７７．０％ ５，７４６．９ ２３．０％

１９９８年 ２８，４０６．２ ２２，４９１．４ ７９．２％ ５，９１４．８ ２０．８％

１９９９年 ２９，８５４．７ ２３，７３２．０ ７９．５％ ６，１２２．７ ２０．５％

２０００年 ３２，９１７．７ ２６，２２１．８ ７９．７％ ６，６９５．９ ２０．３％

２００１年 ３７，２１３．５ ３０，００１．２ ８０．６％ ７，２１２．３ １９．４％

２００２年 ４３，４９９．９ ３５，４８８．８ ８１．６％ ８，０１１．１ １８．４％

２００３年 ５５，５６６．６ ４５，８１１．７ ８２．４％ ９，７５４．９ １７．６％

２００４年 ７０，４７７．４ ５９，０２８．２ ８３．８％ １１，４４９．３ １６．２％

２００５年 ８８，７７３．６ ７５，０９５．１ ８４．６％ １３，６７８．５ １５．４％

２００６年 １０９，９９８．２ ９３，３６８．７ ８４．９％ １６，６２９．５ １５．１％

２００７年 １３７，３２３．９ １１７，４６４．５ ８５．５％ １９，８５９．５ １４．５％

２００８年 １７２，８２８．４ １４８，７３８．３ ８６．１％ ２４，０９０．１ １３．９％

２００９年 ２２４，５９８．８ １９３，９２０．４ ８６．３％ ３０，６７８．４ １３．７％

２０１０年 ２７８，１２１．９ ２４１，４３０．９ ８６．８％ ３６，６９１．０ １３．２％

加入者数（万人）
現役世代
加入率

都 市
就業者数

現役世代 高齢世代

構成比 構成比

１９９０年 ６，１６６．００ ５，２００．７０ ８４．３％ ９６５．３０ １５．７％ ３０．５％ １７，０４１

１９９１年 ６，７４０．２８ ５，６５３．７０ ８３．９％ １，０８６．５８ １６．１％ ３２．４％ １７，４６５

１９９２年 ９，４５６．２０ ７，７７４．７０ ８２．２％ １，６８１．５０ １７．８％ ４３．５％ １７，８６１

１９９３年 ９，８４７．６０ ８，００８．２０ ８１．３％ １，８３９．４０ １８．７％ ４３．９％ １８，２６２

１９９４年 １０，５７３．５４ ８，４９４．１４ ８０．３％ ２，０７９．４０ １９．７％ ４５．５％ １８，６５３

１９９５年 １０，９７８．９９ ８，７３７．７９ ７９．６％ ２，２４１．２０ ２０．４％ ４５．９％ １９，０４０

１９９６年 １１，１１６．７０ ８，７５８．４０ ７８．８％ ２，３５８．３０ ２１．２％ ４４．０％ １９，９２２

１９９７年 １１，２０３．９０ ８，６７０．９０ ７７．４％ ２，５３３．００ ２２．６％ ４１．７％ ２０，７８１

１９９８年 １１，２０３．１０ ８，４７５．８０ ７５．７％ ２，７２７．３０ ２４．３％ ３９．２％ ２１，６１６

１９９９年 １２，４８５．４０ ９，５０１．８０ ７６．１％ ２，９８３．６０ ２３．９％ ４２．４％ ２２，４１２

２０００年 １３，６１７．４０ １０，４４７．５０ ７６．７％ ３，１６９．９０ ２３．３％ ４５．１％ ２３，１５１

２００１年 １４，１８２．５２ １０，８０１．８９ ７６．２％ ３，３８０．６４ ２３．８％ ４４．８％ ２４，１２３

２００２年 １４，７３６．６０ １１，１２８．８０ ７５．５％ ３，６０７．８０ ２４．５％ ４４．２％ ２５，１５９

２００３年 １５，５０６．７０ １１，６４６．５０ ７５．１％ ３，８６０．２０ ２４．９％ ４４．４％ ２６，２３０

２００４年 １６，３５２．９０ １２，２５０．３０ ７４．９％ ４，１０２．６０ ２５．１％ ４４．９％ ２７，２９３

２００５年 １７，４８７．９０ １３，１２０．４０ ７５．０％ ４，３６７．５０ ２５．０％ ４６．２％ ２８，３８９

２００６年 １８，７６６．３０ １４，１３０．９０ ７５．３％ ４，６３５．４０ ２４．７％ ４７．７％ ２９，６３０

２００７年 ２０，１３６．９０ １５，１８３．２０ ７５．４％ ４，９５３．７０ ２４．６％ ４９．１％ ３０，９５３

２００８年 ２１，８９１．１０ １６，５８７．５４ ７５．８％ ５，３０３．５６ ２４．２％ ５１．７％ ３２，１０３

２００９年 ２３，５４９．８９ １７，７４３．０３ ７５．３％ ５，８０６．８６ ２４．７％ ５３．２％ ３３，３２２

２０１０年 ２５，７０７．３０ １９，４０２．３４ ７５．５％ ６，３０４．９６ ２４．５％ ５５．９％ ３４，６８７

図表１２ 社会固定資産総投資額の動向

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）１４４頁。

図表１３ 都市公的年金加入者数の動向

注 現役世代加入率＝現役世代加入者数／都市就業者数。

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）１１０、８６６頁。
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第１次
１９５３年

第２次
１９６４年

第３次
１９８２年

第４次
１９９０年

第５次
２０００年

第６次
２０１０年

総人口 ５８，２６０ ６９，４５８ １００，８１８ １１３，３６８ １２６，５８３ １３３，９７２

男性（万人） ３０，１９０ ３５，６５２ ５１，９４４ ５８，４９５ ６５，３５５ ６８，６８５

女性（万人） ２８，０７０ ３３，８０６ ４８，８７４ ５４，８７３ ６１，２２８ ６５，２８７

性比（女性＝１００） １０７．５６ １０５．４６ １０６．３０ １０６．６０ １０６．７４ １０５．２０

都市・農村人口

都市人口（万人） ７，７２６ １２，７１０ ２１，０８２ ２９，９７１ ４５，８４４ ６６，５５７

農村人口（万人） ５０，５３４ ５６，７４８ ７９，７３６ ８３，３９７ ８０，７３９ ６７，４１５

都市化率 １３．２６％ １８．３０％ ２０．９１％ ２６．４４％ ３６．２２％ ４９．６８％

平均家族員数（人） ４．３３ ４．４３ ４．４１ ３．９６ ３．４４ ３．１０

年齢構成

０～１４歳 ３６．２８％ ４０．６９％ ３３．５９％ ２７．６９％ ２２．８９％ １６．６０％

１５～６４歳 ５９．３１％ ５５．７５％ ６１．５０％ ６６．７４％ ７０．１５％ ７４．５３％

６５歳～ ４．４１％ ３．５６％ ４．９１％ ５．５７％ ６．９６％ ８．８７％

民族構成

漢族（万人） ５４，７２８ ６５，４５６ ９４，０８８ １０４，２４８ １１５，９４０ １２２，５９３

構成比 ９３．９４％ ９４．２４％ ９３．３２％ ９１．９６％ ９１．５９％ ９１．５１％

その他民族（万人） ３，５３２ ４，００２ ６，７３０ ９，１２０ １０，６４３ １１，３７９

構成比 ６．０６％ ５．７６％ ６．６８％ ８．０４％ ８．４１％ ８．４９％

０歳児平均余命（歳） ６７．７７ ６８．５５ ７１．４０

男性（歳） ６６．２８ ６６．８４ ６９．６３

女性（歳） ６９．２７ ７０．４７ ７３．３３

教 育

教育水準（人／１０万人）

大学卒 ４１６ ６１５ １，４２２ ３，６１１ ８，９３０

高校卒 １，３１９ ６，７７９ ８，０３９ １１，１４６ １４，０３２

中学校卒 ４，６８０ １７，８９２ ２３，３４４ ３３，９６１ ３８，７８８

小学校卒 ２８，３３０ ３５，２３７ ３７，０５７ ３５，７０１ ２６，７７９

非識字人口（万人） ２３，３２７ ２２，９９６ １８，００３ ８，５０７ ５，４６６

構成比 ３３．５８％ ２２．８１％ １５．８８％ ６．７２％ ４．０８％

図表１４ 各次人口センサスの概要

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）９６頁。
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実 額（億元） 構 成 比

中央政府 地方政府 中央政府 地方政府

一般公共サービス ９，３３７．１６ ８３７．４２ ８，４９９．７４ １０．４％ ５．２％ １１．５％

外交 ２６９．２２ ２６８．０５ １．１７ ０．３％ １．７％ ０．０％

対外援助 １３６．１４ １３６．１１ ０．０３ ０．２％ ０．９％ ０．０％

国防 ５，３３３．３７ ５，１７６．３５ １５７．０２ ５．９％ ３２．４％ ０．２％

公共安全 ５，５１７．７０ ８７５．２０ ４，６４２．５０ ６．１％ ５．５％ ６．３％

武装警察 ９３３．８４ ６９９．３０ ２３４．５４ １．０％ ４．４％ ０．３％

教育 １２，５５０．０２ ７２０．９６ １１，８２９．０６ １４．０％ ４．５％ １６．０％

科学・技術 ３，２５０．１８ １，６６１．３０ １，５８８．８８ ３．６％ １０．４％ ２．２％

文化・体育・メディア １，５４２．７０ １５０．１３ １，３９２．５７ １．７％ ０．９％ １．９％

社会保障・就業 ９，１３０．６２ ４５０．３０ ８，６８０．３２ １０．２％ ２．８％ １１．７％

医療・衛生 ４，８０４．１８ ７３．５６ ４，７３０．６２ ５．３％ ０．５％ ６．４％

環境保護 ２，４４１．９８ ６９．４８ ２，３７２．５０ ２．７％ ０．４％ ３．２％

コミュニティ事務 ５，９８７．３８ １０．０９ ５，９７７．２９ ６．７％ ０．１％ ８．１％

農林河川港湾管理事務 ８，１２９．５８ ３８７．８９ ７，７４１．６９ ９．０％ ２．４％ １０．５％

交通・運輸 ５，４８８．４７ １，４８９．５８ ３，９９８．８９ ６．１％ ９．３％ ５．４％

資源実地調査・電力情報等事務 ３，４８５．０３ ４８８．３８ ２，９９６．６５ ３．９％ ３．１％ ４．１％

商業・サービス業等事務 １，４１３．１４ １３９．７９ １，２７３．３５ １．６％ ０．９％ １．７％

金融業監督管理 ６３７．０４ ４８８．１６ １４８．８８ ０．７％ ３．１％ ０．２％

震災復興再建 １，１３２．５４ ３７．９０ １，０９４．６４ １．３％ ０．２％ １．５％

国土・気象等事務 １，３３０．３９ １７６．３９ １，１５４．００ １．５％ １．１％ １．６％

住宅保障 ２，３７６．８８ ３８６．４８ １，９９０．４０ ２．６％ ２．４％ ２．７％

食糧・原油備蓄管理等事務 １，１７１．９６ ４９５．１２ ６７６．８４ １．３％ ３．１％ ０．９％

国債利払い １，８４４．２４ １，５０８．８８ ３３５．３６ ２．１％ ９．４％ ０．５％

その他 ２，７００．３８ ９８．３２ ２，６０２．０６ ３．０％ ０．６％ ３．５％

合 計 ８９，８７４．１６ １５，９８９．７３ ７３，８８４．４３ １００．０％ １００．０％ １００．０％

図表１５ 政府財政支出（２０１０年）

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）２８０頁。
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